


序　　　　　文

　中華人民共和国政府は、食糧の増産に寄与するための持続的発展が可能な農業技術の確立を目

的として、我が国に「持続的農業技術研究開発センター計画」に関するプロジェクト方式技術協

力を要請してきました。これを受けて国際協力事業団は、平成11年６月20日から同29日まで、

農林水産省経済局国際部国際協力計画課長 伊藤 健一氏を団長とするコンタクト調査団を、引き

続き、同年９月 19 日から同 28 日まで、農林水産省国際農林水産業研究センター生産利用部長

野口 明徳氏を総括とする第１次短期調査員チームを、それぞれ現地に派遣しました。

　両調査チームは、本プロジェクトの要請背景等について、中華人民共和国政府関係者と協議及

び現地調査を行いました。

　本報告書は、両調査チームの調査・協議結果等を取りまとめたものであり、今後、本プロジェ

クトの実施の検討にあたり、広く活用されることを願うものです。

　ここに、両調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表し

ます。

平成11年 10月

国際協力事業団

理事　　後藤　　洋



総　　目　　次

序　文

総目次

地　図

第Ⅰ部　コンタクト調査団報告書

　第１章　コンタクト調査団の派遣 ……………………………………………………………… １

　第２章　要　約 …………………………………………………………………………………… ５

　第３章　調査結果 ………………………………………………………………………………… ６

　第４章　農業研究の現状と問題点 ……………………………………………………………… ９

　第５章　団長所感 ………………………………………………………………………………… 17

第Ⅱ部　第１次短期調査報告書

　第１章　第１次短期調査員の派遣 ……………………………………………………………… 23

　第２章　要　約 …………………………………………………………………………………… 26

　第３章　総括所見 ………………………………………………………………………………… 28

　第４章　協力内容 ………………………………………………………………………………… 31

　第５章　実施体制 ………………………………………………………………………………… 43

　第６章　今後の検討事項 ………………………………………………………………………… 47

付属資料

　１． コンタクト調査団覚書（ミニッツ：和文及び中文）……………………………………… 51

　２． 第１次短期調査覚書（ミニッツ：和文及び中文）………………………………………… 69

　３． 第１次短期調査議事録………………………………………………………………………… 98

　４．要請書（和訳）………………………………………………………………………………… 118

　５． 中国農業部組織機構及び職責………………………………………………………………… 143

　６． 中国農業科学院組織図………………………………………………………………………… 148

　７． 農業科学院から提出のあった資料…………………………………………………………… 151

　８． 質問に対する回答……………………………………………………………………………… 158

　９． 中国第１次全国農業調査……………………………………………………………………… 172







第Ⅰ部　コンタクト調査団報告書



目　　　　　次

第１章　コンタクト調査団の派遣 ………………………………………………………………… １

　１－１　調査団派遣の経緯と目的 ……………………………………………………………… １

　１－２　調査団の構成 …………………………………………………………………………… ２

　１－３　調査日程 ………………………………………………………………………………… ２

　１－４　主要面談者 ……………………………………………………………………………… ３

第２章　要　約 ……………………………………………………………………………………… ５

第３章　調査結果 …………………………………………………………………………………… ６

第４章　農業研究の現状と問題点 ………………………………………………………………… ９

　４－１　中国農業をとりまく状況 ……………………………………………………………… ９

　４－２　関連研究組織とその状況 ……………………………………………………………… 10

　４－３　課題の検討 ……………………………………………………………………………… 12

　４－４　今後の検討事項 ………………………………………………………………………… 16

第５章　団長所感 …………………………………………………………………………………… 17



－ 1－

第１章　コンタクト調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　中華人民共和国（以下、「中国」と記す）においては、2030 年には人口が16億人にまで増加す

ると予測され、一方で毎年30万 haの耕地が減少していることから、将来的な食糧安全保障対策

を迫られている。このため、1996年に策定された2010年長期目標要綱では、重要指導政策の１

つに、農業発展の重視等による国民経済の持続的発展を掲げている。また、第９次５か年計画

（1996 ～ 2000 年）では、食糧生産を４億 9,000 万～５億 tとする数値目標を掲げ、人口増に伴う

食糧の安定供給が重要課題となっている。1997年の食糧生産は５億tの水準を確保したが、穀物

の生産と供給は不安定な状況であり、短期・中期の生産変動が大きいという問題がある。このた

め、食糧輸出入の規模と変動が大きく、国際的にも影響をもたらすことがある。

　また、工業開発のため農地が転用され、利用可能な耕作地の制約が大きくなっていること、農

業と非農業の間の所得格差が拡大しつつあることが問題となっている。

　こうした状況下、中国政府は、食糧の増産に寄与するための持続的発展が可能な農業技術の確

立を図るため、「持続可能農業技術研修・発展センター」において、新品種の育成及び施肥技術

に関する研究・展示・研修・普及の強化を図りたいとして、我が国にプロジェクト方式技術協力

（以下、「プロ技」と記す）を要請してきた。

　これとともに、持続可能な農業技術の研究・開発に必要な機材や、科学技術情報及び実用技術

情報のデータベース開発に必要な設備、持続可能な農業技術を展示・普及するための設備、研修・

視聴覚教育に用いる設備、成果を展示・交流するための設備等に係る無償資金協力を要請してき

た。

　これを受けて国際協力事業団は、下記の目的で、プロ技・無償合同のコンタクト調査団を派遣

した。

（１） 本件要請の背景、中国側プロジェクト実施体制及び要請内容を正確に把握し、国家開発計画

等上位計画における位置づけを明確にし、プロ技・無償の協力実施の可能性を確認する。

（２） 協力実施の可能性が確認された場合、中国側の今後のセンター建設完成までの予定を明確化

し、それに沿った日本側のプロ技・無償の進め方について検討する。

（３） 協力範囲の絞り込みを行い、日中双方にて協力の基本方針を策定する。

（４） 確認された内容をミニッツに取りまとめ、署名・交換を行う。
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１－３　調査日程

1999 年（平成 11 年）６月 20 日（日）～６月 29 日（火）

１－２　調査団の構成

氏　名 活動分野 所　　属

伊藤　健一 総　括 農林水産省経済局国際部国際協力計画課長

松浦　博司　 副総括／無償資金協力 外務省経済協力局無償資金協力課首席事務官

中原　正孝 副総括／実施体制 JICA農業開発協力部農業技術協力課長

中野　正久 協力企画
農林水産省農林水産技術会議事務局

国際研究課長補佐

赤間　芳洋 農業研究計画１ 農林水産省農業研究センター総合研究官

野口　明徳 農業研究計画２
農林水産省国際農林水産業研究センター

生産利用部長

柴田　信二 計画管理 JICA無償資金協力部準備室第４グループ長代理

森口　加奈子 技術協力 JICA農業開発協力部農業技術協力課

三嶋　伸子 通　訳 （財）日本国際協力センター研修監理員

１

２

３

４

５

日順 月日（曜日） 行　程 調査内容 宿　泊

６月20日（日）

６月21日（月）

６月22日（火）

６月23日（水）

６月24日（木）

移動（成田10：45→北京13：40）JL781

９：00　JICA事務所打合せ

14：00　対外貿易経済合作部表敬

15：30　科学技術部表敬

17：00　日本大使館表敬

（中原：移動　成田→北京）JL781

９：00　農業科学院呂院長表敬

９：30　院内センター建設地視察

10：30　農業科学院協議（スキーム説明）

16：00　農業部劉副部長表敬

16：30　農業部国際合作司協議

（センター計画、組織体制）

８：30　農業科学院協議（要請背景、センター

全体計画、協力課題優先順位、協力方

針策定）

15：30　土壌肥料研究所視察

10：30　農業科学院協議、覚書（ミニッツ）案

作成、覚書協議

一部団員農業科学院傘下の研究所視察

北京

友誼賓館

Tel：

6849-8888

Fax：

6849-8866

成田→北京
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１－４　主要面談者

〔中国側〕

（１）対外貿易経済合作部 国際経貿関係司 康　炳健 副処長

国際経貿関係司 謝　　城 処　員

（２）科学技術部 国際合作司亜非処 葉　冬柏 処　長

（３）農業部 劉　　謙 副部長

国際合作司 李　正東 副司長

国際合作司亜非処 廬　肖平 亜非処処長

国際合作司 向　　虎 項目官員

（４）農業科学院 呂　飛杰 院　長

王　　靭 副院長

計画財務局 王　升林 局　長

計画財務局 登　慶海 副局長

国際合作局国際処 銭　克明 副局長

国際合作局国際処 申　和平 処　長

国際合作局国際処 李　淑雲 高級項目官員

６

７

８

９

10

日順 月日（曜日） 行　程 調査内容 宿　泊

６月25日（金）

６月26日（土）

６月27日（日）

６月28日（月）

６月29日（火）

９：00　JICA事務所

10：30　日本大使館報告（谷野大使表敬）

農業部にて覚書最終確認

17：00　覚書署名・交換（李副司長、王副院長、

伊藤団長）　（松浦：北京15：00→成田

19：00）JL782

９：00　昌平基地視察

移動（伊藤、柴田：北京15：00→成田

19：00）JL782

移動（中野、赤間、野口、三嶋）JL782

移動（中原、森口）

（北京10：30→成都13：00）SZ4106

中国農業技術普及システム強化計画視察

移動（成都９：00→北京11：05）SZ4101

（北京15：00→成田19：00）JL782

北京近郊

北京→成田

北京→成田

北京→成都

北京

友誼賓館

Tel：

6849-8888

Fax：

6849-8866

成都
向陽大厦
賓館
Tel：
86-28-522-
1212
Fax：
521-7067
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国際合作局国際処 李　久生 教　授

　（気象研究所研究員）

作物育種栽培研究所 辛　志勇 所　長

作物育種栽培研究所 李　連成

作物育種栽培研究所昌平基地管理処

楊 処　長

農業気象研究所 梅　旭栄 副所長

（節水農業総合研究中心副主任）

農業気象研究所科学研究処 孫　忠富

作物品種資源研究所 高　衛東

作物品種資源研究所 王　述民

作物防除研究所 高　　松

作物防除研究所 蒋　細良

土壌肥料研究所 周　　湧

飼料所 李　業波

科学技術文献情報研究センター

北京事務所 任　愛勝

〔日本側〕

（１）在中国日本大使館 谷野　作太郎 大　使

杉本　信行 公使（経済部長）

宮原　章人 参事官

北林　英一郎 一等書記官

西海　茂洋 二等書記官

（２）JICA 中国事務所 松澤　憲夫 所　長

神谷　克彦 次　長

井形　洋二郎 所　員

（３）国際農林水産業研究センター 池上　彰英 所　長
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第２章　要　約

　本コンタクト調査団は1999年６月20日から同29日まで中国を訪問し、「持続的農業技術研究

開発センター計画（仮称）」に係るコンタクト調査を行った。調査団が中国側の要請を巡る状況

を調査した結果、同センターが1999年末着工、2001年初めの完工をめざして早急に設計の予定

であること、同センターは中国農業部に属する農業科学院の独立法人と位置づけられることなど

が明らかになった。調査団は引き続き、中国側との協議で、プロジェクト方式技術協力の実施体

制等について合意し、合意事項を覚書（付属資料１．参照）に取りまとめて、中国側と署名を取

り交わした。

　本調査で合意したプロジェクトの概要は、以下のとおりである。

（１）実施責任機関：農業部国際合作司

（２）実施機関：農業部農業科学院

（３）プロジェクトの名称：持続的農業技術研究開発センター計画（仮称）

（４）プロジェクトサイト：持続的農業技術研究開発センター（仮称）

（５）プロ技の基本計画

１）協力の基本コンセプト

　本プロジェクトの対象となる課題は、各研究分野内の固有の課題に限らず、他分野の成果と

合わせた実用化技術（個別技術を総合化したもの）を生み出すためのモデルを開発することで

ある。そのモデルとは、実用化技術の原型を実証展示基地で検証し、その結果をフィードバッ

クする過程を指す。また、実用化技術の開発に必要な研究情報の集積・解析等を行うための情

報システムの開発について協力する。

２）プロジェクト目標

　実用化技術開発のモデル手法が確立する。

３）協力活動内容

・大課題：低投入持続型の農業生産技術体系の開発

・中課題：a． 遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜及び種苗の大量増殖

b． 自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発

c． 研究情報の集積・解析及び実用化技術普及のための情報システムの開発

（６）学術委員会の設置

　農業科学院傘下の各研究所と同様、新センターにも学術委員会を設けて、研究課題の選定、必

要な研究体制の検討等を行う。
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第３章　調査結果

　今後の課題も含めて、調査結果の概略を示す。

（１）農業科学院の組織について

　プロジェクト方式技術協力（以下、「プロ技」と記す）を円滑に、かつ成功裏に進めるために

は、実施体制の確認と確保・整備が極めて重要である。また協力的でかつ十分な権限を有する実

施機関責任者（協力開始後のプロジェクトマネージャー）を確認することもプロジェクト形成に

あたって見逃すことのできない重要事項である。

　農業科学院（CAAS：The Chinese Academy of Agricultural Science）は、1957 年に設立された

農業部に属する国の研究機関である。今後国の行政改革の一環で、傘下の関係研究所が整理・統

廃合される可能性があるが、現時点で北京及び 17 の省に合計 38 の研究所を配する総職員 9,528

人の組織である（付属資料３．、４．参照）。職員のうち、研究員 370 人、副研究員 1,336 人。博

士号取得者は 222 人である。

　組織のステータスは直接対外的な交渉・契約が可能な独立法人的な性格が強い（中国側説明に

よれば「２級法人」）。ちなみに農業科学院発行の英文パンフレットによれば、農業科学院は 100

にのぼる科学技術企業・会社を運営し、これに約 2,100 人の職員が従事している。

　国務院が任命する農業科学院院長は農業部副部長レベル（農業部には５人の副部長）であり、

農業部部長（日本でいえば大臣レベル）に直接報告する権限を有している。副院長は農業部長が

任命する（農業科学院には５人の副院長）。傘下の研究所の人事権限は院長が有している。

（２）農業科学院の予算について

　農業科学院予算について、金額的なことは今次調査では明らかにならなかった（ただし、本件

に限らず現在実施中の農業案件についても相手側実施機関の予算の総額・明細は明らかになって

いない）。

　収入予算構成は運営管理費（人件費含む）、研究費及び自己収入からなる。運営管理費は農業

部の計画司、研究費は科学技術司に申請することになる。研究費は科学技術司が所管する国のプ

ロジェクト予算（自然科学基金、863 計画、豊収計画等）のことを指すものと予想される。農業

科学院の説明によれば、収入予算の内訳は、国費61％（内訳：運営管理予算40％、研究費21％）、

自己収入 39％（内訳：事業収入 31％、不動産賃貸等収入３％、その他収入５％）である。

（３）持続的農業技術研究開発センターの実施運営体制について

　持続的農業技術研究開発センター（仮称）（以下、「センター」と記す）の主任は農業科学院副

院長が兼任する。センター運営の基本方針は「組織に固定した人ありき」ではなく「課題に対応
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した研究体制整備」である。センター運営を合理化したいという説明の背景には、国が進める行

政改革がある。組織に人を固定すると、時代のニーズに応じた研究員・体制を将来的に確保する

ことが困難になるとの考え（新しい課題に適応できる研究員を新たに採用する必要性が生じると

いう意味で）があり、また採用した研究員が優秀でなくてもやめさせられない点もあらかじめ考

慮されている。「開放・流動・競争・招へい」の４つのキーワードに新しいセンターの運営基本

方針が見事に集約されている。アメリカ、イギリスの研究機関に合計５、６年滞在した経験をも

つ副院長によれば、欧米では「研究課題に応じた研究委託体制」が標準であり、新センターでも

本方式を導入したいという考えがある。１つの課題研究が終われば、研究体制を解く。課題研究

にかかわった優秀な人材をどのように継続確保していくのかは今後の検討課題だ、との説明が

あった。「流動」というのは「いる人を残し、いらない人をやめさせる」ということでもある。

しかし、調査団がプロジェクト・カウンターパートの継続性に配慮が必要であると説明したのに

対して、中国側は理解した。

　中国側も基本方針については明確に説明したが、具体的な組織体制についてはセンター発足ま

で時間があることから（2001 年初頭にセンターしゅん工を予定）、準備グループで更に検討して

いく予定であるとのことであった。日本側も中国側の運営基本方針を考慮のうえ、プロジェクト

の効果的・効率的な実施に必要な実施体制を更に検討し、次回調査で協議して明確にしていく必

要がある。

（４）学術委員会について

　ミニッツに記載した役割とともに、研究者の評価と優秀な研究者表彰を行う。対象は中国側研

究者である。中国側より委員会をレベルアップするために、専門家の参加も検討しているとの説

明があった。

　学術委員会の構成、課題の選定や研究体制の検討など、委員会の役割・業務について次回調査

でより明確にしていく必要がある。

（５）課題別研究体制について

　固定研究員が専門家の主たるカウンターパートとなるものと考えられる。招へい研究員として

農業科学院傘下の研究員が配置される計画であるが、１研究所の複数の研究者による体制となる

かどうかは不明であり、固定研究員の配置計画とともに確認する必要がある。また固定研究員と

招へい研究員との関係についても確認する必要がある。さらにプロ技の受入研修員としての範囲

を明確にしておく必要がある。
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（６）プロ技について

　中国側は無償資金協力とプロ技との違いを十分理解していなかったが（無償の協力を得るため

には、プロ技の要請範囲も無償協力の範囲に準じる必要があると理解していたとも思える）、限ら

れた時間と予算（投入）のなかで目標を定めて達成する必要があることを重ねて説明し、理解を

得ることができた。

　技術協力の基本コンセプトについては、農業科学院側がプロジェクターで説明したコンセプト

と日本側が事前に検討したコンセプトが一致していたことから、運営方針のなかで、どのように

研究課題を絞り込むかが必要となった。しかしながら農業科学院からは日本人専門家に具体的に

要望する技術移転の内容（研究課題）について明確な説明がなかった。そのため調査団側より、

事前に検討した大課題、中課題の考え方を説明した。基本的には農産物加工の部分を中課題（１）

の「遺伝資源の生産利用特性」の細課題のなかで整理することとして、覚書のとおり合意した。

（７）今後の検討事項

　プロ技としてさらに協議検討すべき事項を覚書の中でまとめたが、若干の補足説明を行う。

１）中国側の運営基本方針（「開放・流動・競争・招へい」）への対応

　現在の中国政府本方針の合理性については理解できるものの、実際の技術協力実施にあたっ

て、どの程度影響を受けるのかを更によく検討する必要がある。

２）センターの全体業務に占めるプロ技の範囲の確認について

　農業科学院としては、整備された先進的な機材を用いてセンターを有効利用していくという基

本方針があるものと想定するが、日本側協力が全体業務のなかでどのように位置づけられるか確

認する必要がある。つまり日本側の協力は「実用化技術開発のモデル手法の確立」としているこ

とから、農業科学院側が独自の研究課題に沿って実用化技術研究を実施することになれば、そも

そもの技術協力の意義が見失われることとなるので、引き続き確認していく必要がある。

３）長期専門家と短期専門家の業務の整理について

　今後、短期調査を通じて、基本計画の策定とこれに沿った専門家の派遣計画も検討していく

ことになる。その際、「実用化技術開発のための課題別研究体制」及び学術委員会への関与のし

かた（その必要性、可能性の有無含め）を検討するなかで、最も適当な専門家の派遣のあり方

について検討していく必要がある。

４）実用化研究成果の利用について

　現在の中国側の仕組みでは、普及は国の農業部（普及センター、農業科学院）、省政府（農業

庁、農業科学院）、農業大学の３つの柱で実施する状況になっている（四川省で確認したところ

によれば、実用化研究自体も複数の流れがある）。引き続き成果の波及について確認していく必

要がある。
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第４章　農業研究の現状と問題点

４－１　中国農業をとりまく状況

　中国農業科学院の王 副院長による説明は以下のとおりである。

（１）中国農業の将来方向

１）伝統的から現代的に

２）粗放から集約的に

３）21 世紀、16 億国民の食糧確保へ

４）生態系・自然の保護

（２）中国農業の制約要因

１）16 億人の予測人口（2030 年）

２）水、耕地資源の不足

３）生態環境の悪化、自然災害の多発（例えば、旱魃）、病虫害

４）いまだ低い労働生産性、科学技術の低い貢献率

（３）農業生産環境の現状

１）耕地面積 ６億 5,545 万 ha（1996）（うち：作物１億 3,004 万 ha、林地２億 2,761 万 ha、

草地２億 6,606 万 ha、水田 2,171 万 ha）

２）平均耕地 0.106ha ／人

３）耕地減少 467 万 ha（1986 ～ 1995 年）工業・都市用地に

４）耕地荒廃 38％の耕地で土壌流出退化の問題

５）過剰施肥 全国平均 219kgN/ha（1980 年代初頭は 80kgN/ha）、広東付近 500kgN/ha

例えば、肥料全投入量は1984～ 1994年の間に1,739万 8000tから 3,318万 tと

90.7％増加しているが、食糧は４億 1,070 万 t から４億 4,450 万 t と 9.1％しか

増加していない。

６）水資源 生産比率が高まっている東北部で不足

７）病虫害 10 ～ 15％の高い損失

８）農　薬 情報・知識不足による過剰な投与。例えば、線虫被害（華南省）に対して 20

回／年散布、リンゴでは３～５回／年で十分のところ、10～ 15回／年実施。

（４）中国農業をとりまく状況と課題

　中国農業が直面する大きな課題は以下の４つである。
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１）作づけ面積と反収向上の確保

　作づけ指数（耕地利用率）の向上→ 155％から 160％へ（１％は約 100 万 t に相当）

２）南方稲作地帯の飼料問題→飼料供給の限界から等

南方稲作地帯 →トウモロコシ生産適地は多くない。

→北方のトウモロコシを南方へ調達する。

→南方山間部でのトウモロコシ等の飼料作物栽培。

→南方での飼料用稲の栽培。

→海外からの輸入。

３）北方地帯の水不足問題

・北方地帯水不足（中国は世界的にも水の貧困国）。

　～ 1980 年代半ば 食糧生産は南方が中心。

　1980 年代後半～ 北方での食糧増産努力。

・水資源分布のアンバランス→南方 14 省で全体の 81％を占める。北方は 19％のみ。

・「南水北調」→南の水を北へ（国水利事業・第５次５か年計画）。

　現在の灌漑率 51.3％から 55％へ。

・北方での節水型農業システムの構築。

　→泥用水路からコンクリート用水路へ。

　→暗渠排水。

　→点滴灌漑、スプリンクラー方式の展開。

４）食糧生産農家の所得向上

　所得向上 →全国平均１農家経営面積は 0.5ha（日本の約半分）。

　食糧生産比較利益の低下傾向。

→大都市・先進地域での規模拡大（規模経営方式）へ。

　食糧生産制約４要素 → a．資源制約（耕地・水資源の不足）。

b．科学技術の立ち遅れ　寄与率３～４割（先進国６～７割）。

c．投資不足→中央・地方政府で農業投資増へ。

d．比較利益の低下←生産資材暴騰＞買つけ価格 UP。

４－２　関連研究組織とその状況

（１）農業科学院傘下の既存研究機関で関連すると思われるもの

１）「遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜及び種苗の大量増殖」

　作物育種栽培研究所、作物品種資源研究所、農業気象研究所、北京昌平総合試験基地。
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２）「自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発」

　作物育種栽培研究所、農業気象研究所、土壌肥料研究所、作物防除研究所。

３）「研究情報の収集解析及び実用化技術普及のための情報システムの開発」

　科学技術文献情報研究センター及び関係基地。

（２）関係すると思われる研究機関とその構成員数

・作物育種栽培研究所 142 人（高級 71 人、中級 45 人、初級 26 人）

・作物品種資源研究所 180 人（高級 75 人、中級 71 人、初級 34 人）

・農業気象研究所 63 人（高級 23 人、中級 27 人、初級 13 人）

・土壌肥料研究所 154 人（高級 58 人、中級 55 人、初級 41 人）

・生物防除研究所 70 人（高級 14 人、中級 42 人、初級 14 人）

・科学技術文献情報研究センター 242 人（高級 78 人、中級 103 人、初級 61 人）

（３）関連研究機関の現在の研究課題及び関係する研究員数

１）作物育種栽培研究所の主な研究課題は、主要作物の遺伝育種、生殖質研究、品種改良及び

農産物のポストハーベストの研究などである。研究者は52人、そのうち高級研究者は12人、

中級研究者は 23 人、初級研究者は 10 人である。

２）作物品種資源研究所の主な研究課題は、国外作物生殖質資源の導入と交換、特殊地域生殖

質資源の考察と収集、農作物生殖質資源の評価と利用の研究、分子マーカーによる作物生殖

質資源の検定、試験管苗の繁殖技術等である。研究者は 96 名、そうのうち、高級研究者は

40 人、中級研究者は 30 人、初級研究者は 26 人である。

３）農業気象研究所の主な研究課題は、農業水資源の高度利用、施設農業と環境工学、災害低

減技術等である。研究者は 43 人、そのうち、高級研究者は 18 人、中級研究者は 15 人、初

級研究者は 10 人である。

４）土壌肥料研究所の主な研究課題は、バランスのとれた施肥、化学肥料利用率の向上、栄養

元素循環と利用、新型専用肥料の研究と開発、土壌改良と肥培、区域総合管理、水肥有効利

用、水土保全、土壌肥力変遷、施肥と環境変遷、乾燥地農業、農業廃棄物無害化再利用、農

業微生物資源、微生物肥料、生物窒素固定、土壌肥料情報システムなどである。研究者は125

人、そのうち、高級研究者は 48 人、中級研究者は 40 人、初級研究者は 37 人である。

５）生物防除研究所の主な研究課題は、国外天敵品種の導入、天敵の保護利用と大量飼育、昆

虫病原微生物の研究と利用、植物農薬評価と利用、農用抗生物質の研究などである。研究者

は 45 人、そのうち高級研究者は 12 人、中級研究者は 23 人、初級研究者は 10 人である。
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４－３　課題の検討

（１）大課題

　中国における研究成果の実用化の比率が非常に低いことから、成果の実用化が緊要の課題とし

て指摘されている。中国の農業をとりまく状況、研究の寄与率等を考慮すれば、零細な農民の所

得向上を図りながら生産性を上げるためには、資材低投入型の農業技術開発、環境保全を図りな

がら持続的な生産を期待し得る農業技術の開発、そして、開発と普及に向けての伝播に必須とな

る情報システムの構築、これら全体を包括する課題の選定が適切と考え、中国側の了解を得た。

「大課題：低投入持続型の農業生産技術体系の開発」

（２）中国側から提出されているプロジェクト方式技術協力（以下、「プロ技」と記す）申請書の

検討

　中国側から提出されているプロ技申請書を検討し、提示されている各課題別について検討を

行った。この場合、提示課題のなかから「持続的農業技術研究開発センター（仮称）」で行い得

る課題へと、選抜あるいは収束することが重要と考える。以下、各課題について、個別に検討し

た結果を示した。

１）生物環境と生態適応性のシミュレーション

　この課題については、人工環境（乾燥、風、低温、アルカリ、汚染、地域別気候・土壌・生

態等）を当該センター内に設定することは非常に困難と思われる。

２）種苗の大量増殖とその技術の開発と展示

　種苗の対象・種類を絞り込む必要があり、すべての対応は難しいと思われる。申請書の中で

日本から導入したいとする技術を要約すれば、水耕栽培、施設園芸、植物工場に関連する技術

と判断できる。今回の調査では園芸関係の課題は要求されていなかった。

３）異なる地域の優良品種の選択と栽培技術の管理モデル

　栽培モデルの確立としているが、申請書記載内容から「節水農業技術」に集約できると思わ

れる。

４）優良遺伝資源の統一的特性についての評価と品種改良

　この課題では、①品種資源貯蔵庫の整備、②バイテク研究の確立、③優良品種資源の選抜、

④改良実用技術、を核としているが、①は機材援助で済むと思われ、②バイテク技術の研究

は、当センターの趣旨に必ずしも沿わない。③、④も②と同様である。

５）低投入・持続可能栽培技術及び土地改良の総合モデル開発及び普及

　重要ではあるが、申請書で見る限りはあまりに広範でとらえどころがよくみえない。

６）バランス施肥技術の普及と実用、効率の高い低コストな新型肥料の開発

　要点は、効率のよい肥料（遅効性、徐放性など）の開発と検証を行うものと思われる。
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７）節水及び肥料利用促進農業技術

　この課題は、内容的に節水農業技術そのものと理解できる。

８）農業地帯の土壌肥力の動態的監視測定及び土壌・肥力資源計画情報ネットワークの建設地

理情報システム（GIS）研究に相当する内容であり、情報分野の課題へと整理すべきものと

思われる。

９）微生物肥料の開発と中間試験

　プロ技の対象になる分野とは考えにくい。

（３）中国側提案の絞り込み

　以上を踏まえて、キーワードの抽出・絞り込みを行うと、①優良品種の選定、②種苗、③節水、

④施肥技術（肥効調節型、微生物肥料等）となる。これに沿って中国側の希望課題（範囲）の整

理を試みた。

１）現場ニーズ・研究情報の集積・解析・普及システムと技術体系構築システムの開発

・主要生産地域における生産サイドの要望、流通範囲における市場ニーズの要望等を体系的

に集積・解析（既存機関等の情報も活用）するシステム技術の開発。

→概念検索・ナビゲーション検索へ。

・内外関連研究情報を体系的に集積・検索・解析するシステム技術の開発。

→概念検索・ナビゲーション検索へ。

・生産性向上、生産適地等の判断ツールとしての GIS 情報の構築と提供。

→GIS 研究（JIRCAS プロ関与：土壌肥料研究所「農業自然資源と農業区分研究所」）。

・病虫害等の被害予測システムの構築。

→シミュレーション（JIRCAS プロ関与・中国水稲研究所）。

２）優良適正品種の迅速選抜と改良

・既存遺伝資源の特性評価を踏まえ、地域の諸条件に適応した優良品種の迅速選抜。

・対ストレス性（特に耐冷性・耐旱性）、耐病虫性、耐倒伏性、良食味性などの遺伝子工学

的改善。

３）種苗技術とシステム開発

　成長速度、耐病性、耐旱性、可食部、栄養、味、香り、歯ごたえなど、より優れた特性を開

発するためには、ウイルスフリーなどの優良種苗の開発が必要となる。しかし、種苗として実

用化するためには、自然条件下での効率的な“順化”が、供給面では、需要期に均一な苗を必

要量だけ供給することが要求される。すなわち、増殖、順化効率化と需要期の集中に対応する

ための培養物及び幼植物の貯蔵技術が必要となる。

・優良種苗の大量増殖技術の開発。
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・順化効率化と貯蔵技術の開発。

・総合システム化技術の開発。

４）高位生産のための節水・施肥技術の開発

　水資源が不十分な、主に東北・西北部での栽培技術及び地域に特定しない効率的な施肥技術

の確立をめざす。例えば、国土の 60％が乾燥又は準乾燥地であるイスラエルでは、点滴灌漑に

より、一般の灌漑に比べて 50～ 70％、スプリンクラーによる散布と比べても 10～ 20％の水が

節約できるようになった。更に進んだシステムを開発中（100～200cc/hrの割合で水を供給する

“微小灌漑”点滴放出装置と呼ばれるもの）であり、グリーンハウスの栽培条件のなかで使用さ

れる。作物や樹木の根元域に最適の空気湿度―水関係をつくりだし、水を一段と節約できる。

・被覆・フィルム等の保水・乾燥抑制技術の開発。

・栽培手法による節水・効率的施肥技術の開発。

・点滴等灌漑方式による節水・効率的施肥技術の開発。

（４）当初日本側対案「中課題」

　以上を踏まえて、当初、以下の内容の日本側対案（案）を中国側に提示した。

１）遺伝資源の評価と品種の迅速選抜（長期専門家で対応）

　低投入持続型の農業生産の確立のためには、地域条件に適応した作物・品種の選定が基本と

なる。北京のセンターに整備されるファイトトロンと、中国の主要地域類型ごとに設置した実

証展示基地を活用して、既存遺伝資源のなかから地域条件に適応した優良品種の迅速選抜を行

うとともに、既存遺伝資源で不十分な場合には必要な品種改良を行う。

　また、これと併せて、遺伝資源、育成品種等の特性評価データのデータベース化を行い、中

央・地方レベルの研究機関、普及機関等の導入品種選定の効率化に資する。

・既存遺伝資源の特定評価を踏まえた地域の諸条件に適応した優良品種の迅速選抜。

・対ストレス性（特に耐冷性・耐旱性）、耐病虫性、耐倒伏性、良食味性などの改善。

２）種苗生産技術とシステム開発（長期専門家で対応）

　成長速度、耐病虫性、耐旱性、可食部、栄養、味、香り、歯ごたえなど、作物・品種が本来

有する優れた特性を十分に発揮させるためには、ウイルスフリーなどの優良種苗の利用が不可

欠である。選抜・改良された優良品種を種苗として実用化するためには、組織培養等による大

量増殖技術の確立と自然条件下に速やかに移行させるための効率的な順化技術の開発が、供給

面では、需要期に均一な苗を必要量だけ供給することが要求される。このため、増殖、順化の

効率化と需要期の集中に対応するための培養物、及び幼植物の貯蔵技術の開発を行う。

・優良種苗の大量増殖技術の開発。

・順化効率化と貯蔵技術の開発。
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・総合システム化技術の開発。

３）高位生産のための持続的栽培管理技術の開発（長期専門家で対応）

　作物・品種の有する優れた特性を最大限に発揮させ、地域条件に応じた低投入持続的な農業

生産の確立を図るためには、品種特性と土壌・水分条件等地域条件に適応した栽培管理技術の

確立が不可欠である。

　ここでは、水資源が不十分な、主に東北・西北部での栽培技術を、また中国全土的な課題と

して、効率的な施肥技術、益虫、生物農薬等環境負荷の小さい栽培管理技術の開発を行う。

・被覆・フィルム等の保水・乾燥抑制技術の開発。

・点滴等灌漑方式による節水・効率的施肥技術の開発。

・土壌診断、生育診断に基づく効率的施肥技術の開発。

・益虫・生物農薬等による効率的病虫害防除技術の開発。

４）現場ニーズ・研究情報の集積・解析・普及システムと技術体系構築システムの開発（短期

専門家で対応）

　実用化技術の開発の流れ（①現場の抱える課題の把握→②課題解決に必要な個別技術及び技

術体系の検討→③利用可能な既存品種・技術の検討→④必要な既存品種・技術の改良点の検討

→⑤品種・技術の改良・開発→⑥実証展示基地における技術実証→⑦実証課題・成果の北京セ

ンターへのフィードバック→⑧品種・技術の更なる改良→⑨実証展示基地における技術実証→

⑩実証成果の普及）を、現在（近い将来）の中国の体制のなかで円滑に進めるには、以下にあ

げる「農業研究情報システム」の開発が非常に有効である。

・主要生産地域における生産サイドの要望、流通範囲における市場ニーズの要望等を体系的

に集積・解析（既存機関等の情報も活用）するシステム技術の開発。

→概念検索・ナビゲーション検索へ＝１）に対応。

・内外関連研究情報を体系的に集積・検索・解析するシステム技術の開発。

→概念検索・ナビゲーション検索へ＝２）、３）に対応。

・生産性向上、生産適地等の判断ツールとしての GIS 情報の構築と提供。

→GIS 研究＝１）に対応。

・病害虫等の被害予測システムの構築。

→シミュレーション。

（５）合意された中課題

　これら日本側の中課題対案について、中国側に説明して討議を重ねた。上位目標等今回の調査

で得られた情報は必ずしも十分ではなく、幅をもたせた課題とした。その結果、以下の中課題と

することで、中国側の了解を得た。
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中課題： １）遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜及び種苗の大量増殖

２）自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発

３）研究情報の集積・解析及び実用化技術普及のための情報システムの開発

４－４　今後の検討事項

　持続的農業技術、実用化技術・研究開発、技術移転等の理念をどの程度課題に反映させていく

か。また、普及との関係をどのように整理するかが課題である。そのうえで各中課題を構成する

小課題及びその目標を検討し、実用化に向けての各課題別の評価方式と連携による実用化の場合

の評価方式について明確にすべく、検討する必要がある。
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第５章　団長所感

（１）今回の調査ポイントについての所感

　今回の調査のポイントは次の５点であった。それぞれの所感は次のとおりである。

１）本プロジェクトの重要性についての認識（国家政策上の位置づけ）

　本プロジェクトがめざすものは、正に中国の食糧・農業政策がめざす方向と完全に一致するも

のであり、したがって、本プロジェクトは、国家政策上極めて重要な位置づけが与えられている

と確認できた。言い換えれば、本プロジェクトは日本側の協力いかんにかかわらず、中国自身が

取り組まなければならない課題であるとの認識をもっているという、強い印象をもった。

２）本プロジェクトの全体構想、実施体制の考え方

　本プロジェクトにおける課題設定については、必ずしも十分に詳細な調査はできなかったが、

上記のような取り組み姿勢から、問題把握を十分にし、的確な方向での課題設定に向かっている

と感じた。また、実施体制については、意欲的で優秀な人材を確保することは十分可能であり、

ある意味では我が国よりも進んだ効率的な実施体制がとられるとの印象をもった。

３）新センター建設のための準備の状況及び完成までのスケジュール

　新センター建設についても準備が進んでいる。農業部が、今回の調査団の派遣及びミニッツの

締結をもって着工のための予算支出の手続きを進めるかどうか、確信はもてないものの、新セン

ター建設が今後の協力の前提であるとの日本側の意図は十分に伝わったと感じた。

４）無償資金協力の仕組みについての理解

　今回の調査の最も難しい点は、中国側が無償資金協力について総額の枠を前向きに提示される

と期待しており、これに対応できないと、中国側の熱意に水を差す、あるいは、日本側の本件に

対する姿勢が消極的であるとの疑問をもたれることにならないか、ということであった。やは

り、この点に議論は集中したが、結果的には仕組み上の制約について理解が浸透し、かつ、日本

側の取り組み姿勢についても無用な誤解を与えることはなく、十分に納得する結果であった。ま

た、無償資金協力の対象とする機材の必要性、有効性を判断する要素として、プロジェクト方式

技術協力（以下、「プロ技」と記す）関連機材であるか否かが重要である点について十分に説明

し、先方の理解を得た。

５）プロ技の仕組みについての理解と課題の絞り込み

　プロ技の仕組みについても、中国側は理解し、中課題の絞り込みについても大きな齟齬はな

く、話し合いは進んだ。

（２）全体としての所感

　以上の全体を通した所感としては、本件が中国の実態及び、めざす方向に適切に対応するもの
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であり、また、中国側の本件に寄せる並々ならぬ期待とその実施に向けた熱意ある準備状況が感

じられ、本件は有効かつ適切に実施される可能性が高いと感じた。
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第１章　第１次短期調査員の派遣

１－１　調査員派遣の経緯と目的

（１）要請の背景

　1998年 10月に行われた中国共産党15期第３会議は、持続的な農業発展の目標として、①粗放

農業から集約農業への転換、②伝統的農業から現代農業への転換、③21世紀には人口が 16億人

を超える予測があるなかで人口増加に対応した食糧安全保障、④生態環境と自然資源の保全、⑤

頻発する自然災害や不良条件による制約からの脱出――を掲げている。

　特に、2030 年には人口が 16 億人に増加する予測があること、毎年約 30 万 ha の耕地が減少し

ていることからも、将来的な食糧の安全保障のための対応が迫られている。

　このような人口増加、農耕地減少の状況があるなかで、食糧の安定供給を維持するため、土地

生産性、資源利用率、労働生産性、技術貢献率の向上により、農産物の生産量、品質、収益を高

める農業の持続的発展技術の開発が、中国国内では急務となっている。

　一方で、農業生産の拡大圧力増加に伴う生態環境の悪化や頻発する自然災害、情報伝達手段の

立ち遅れによる農業技術の伝播・普及の未発達、実用化技術の不足等が、安定的な食糧供給の制

約要因となっている。特に実用化技術については、開発された科学技術の成果が、実際の生産に

結びつきにくい現状にある。

　このため中国政府は、21世紀に予測される人口増加に対応した食糧安全保障のため、農業科学

技術の成果を農民が利用可能な実用化技術にするためのセンターを、農業科学院傘下に設立する

こととし、日本政府に、無償資金協力による実用化技術開発に必要な機材の整備及びプロジェク

ト方式技術協力（以下、「プロ技」と記す）による実用技術開発への技術協力を要請してきた。

（２）コンタクト調査団派遣

　上記要請を受け、国際協力事業団は 1999 年６月に要請の背景、要請内容、中国側実施体制等

の確認を目的としたプロ技・無償合同のコンタクト調査団を派遣した。

　調査の結果、要請の背景、要請内容、実施機関である農業科学院の組織体制・予算、新設する

「持続的農業技術研究開発センター（仮称）」の実施運営体制の概要を把握するに至った。

（３）派遣の目的

　本第１次短期調査の目的は、以下のとおりである。

１）コンタクト調査結果を踏まえて、中国側の実施体制について更に詳細に調査を行う。

２）コンタクト調査結果に基づき、具体的なプロジェクト協力内容を可能な限り詰め、プロ

ジェクト活動に必要な主要機材を明らかにする。
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１－３　調査日程

　1999 年（平成 11 年）９月 19 日（日）～９月 28日（火）（10日間）

３）調査結果を覚書に取りまとめ、署名・交換を行う。

４）プロジェクト実施に必要となる、今後調査すべき事項を明確にする。

氏　名 活動分野 所　　属

野口　明徳 総　括 農林水産省国際農林水産業研究センター生産利用部長

山田　利昭　 育　種 農林水産省農業研究センター作物開発部長

伊藤　信 土壌肥料 農林水産省農業研究センター土壌肥料部長

北村　實彬 情報システム 農林水産省農業研究センター研究情報部長

森口　加奈子 技術協力 JICA農業開発協力部農業技術協力課

三嶋　伸子 通　訳 （財）日本国際協力センター

１－２　 調査員の構成

１

２

３

４

５

６

７

８

日順 月日（曜日） 調査内容 宿　泊

９月19日（日）

９月20日（月）

９月21日（火）

９月22日（水）

９月23日（木）

９月24日（金）

９月25日（土）

９月26日（日）

移動（成田10：30→北京13：25）NH905

10：00　JICA事務所打合せ

14：00　農業科学院協議（調査日程確認、調査目的

説明、センター方針協議）

９：00　農業科学院協議（中国側希望課題の説明）

14：00　農業科学院協議（中課題１、２について協

議、スキーム説明）

９：00　農業科学院協議（中課題３について協議）

14：00　作物品種資源研究所視察

15：30　土壌肥料研究所視察

９：00　農業科学院協議（中課題１、２、３につき

最終協議）

９：00　農業科学院協議（中課題３及び機材リスト

について最終協議）

11：00　農業科学院協議（センター実施体制につい

て）

覚書案作成

山田・北村団員帰国（北京→成田）

資料整理

北京

友誼賓館

Tel：6849-8888

Fax：6849-8866
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１－４　主要面談者

〔中国側〕

（１）農業部

李　正東 国際合作司副司長

廬　肖平 国際合作司亜非処処長

（２）農業科学院

王　　靭 副院長

王　升林 計画財務局局長

銭　克明 国際合作・産業開発局副局長

申　和平 国際合作・国家合作処処長

李　淑雲 国際合作・国家合作処高級項目官員

李　久生 国際合作・国家合作処教授

辛　志勇 作物育種栽培研究所所長

楊　杯文 生物防治研究所所長

王　述民 作物品種資源研究所副所長

梅　旭栄 農業気象研究所副所長

黄　鴻翔 土壌肥料研究所副所長

賈　善剛 科学技術文献情報研究センター

〔日本側〕

（１）日本大使館

宮原　彰人 参事官

北林　英一郎 一等書記官

（２）JICA 中国事務所

神谷　克彦 次　長

井形　洋次郎 所　員

日順 月日（曜日） 調査内容 宿　泊

北京
友誼賓館
Tel：6849-8888
Fax：6849-8866

９

10

９月 27日（月）

９月28日（火）

10：00　農業科学院にて覚書最終協議

11：30　日本大使館報告（野口、伊藤）

16：30　農業部にて覚書署名・交換

18：00　団長主催答礼宴

11：00　JICA事務所報告

移動（北京15：00→成田19：10）NH906



－ 26 －

第２章　要　約

　本第１次短期調査員チームは、1999年９月19日から同28日までの日程で中国を訪問し、先の

コンタクト調査結果を踏まえて「持続的農業技術研究開発センター計画（仮称）」に係る技術協

力の内容と実施体制をより明確にする調査・協議を行った。この結果、研究課題の細目まで踏み

込んだ基本計画案に合意し、合意事項を覚書（付属資料２．参照）に取りまとめて、署名を交換

した。

　本調査で合意したプロジェクト基本計画の骨子は、以下のとおりである。

（１）上位目標：食糧の安定生産及び農民の所得向上に寄与する、持続発展のための農業技術が

開発され、普及する。

（２）プロジェクト目標：実用化技術開発のモデル手法が確立する。

（３）協力活動分野

〔大課題：低投入持続型農業技術体系の開発〕

１）中課題１：遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜

a．小課題１：品種・系統の育種目標形質の評価と選抜技術の開発＝①小麦、大豆等の

品質・加工特性及び環境適応性の評価と選抜技術の開発、②稲の環境適

応性の評価と選抜技術の開発。

b．小課題２：優良系統（品種）の早期育成＝①小麦、大豆等の良質・環境適応性系統

（品種）の育成、②稲の環境適応性系統（品種）の育成。

２）中課題２：自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発

a．小課題１：環境保全型施肥管理技術の開発。

b．小課題２：水資源の有効利用技術及び土壌保全技術の開発。

c．小課題３：環境保全型病害虫防除技術の開発。

３）中課題３：研究情報の集積・解析及び実用化技術普及のための情報システムの開発

a．小課題１：事例ベースの構築と効率的利用技術の開発＝①持続的農業事例ベース

の電子化、②事例の効率的収集方法の開発、③事例ベース構築のプラッ

トホームの研究、④効率的検索手法。

b．小課題２：地理情報システム（GIS）を活用したデータマイニング手法の開発＝①

ニーズに即応したレイヤー構造の設計及びデータセットの整備、②分散

型資源管理手法の開発と適用。
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c．小課題３：プログラムのオブジェクト化とモデルベースの構築＝①既存プログラム

の収集とオブジェクト化、②分散環境下でのモデルベースの構築・管

理。

d．小課題４：実用化技術普及のための情報システムの開発＝①オープン環境における

ネットワーク管理技術、②実証Web サイトの構築と農業情報の伝達シ

ステムの開発、③農業情報の自動判別と分類技術の研究、④総合的農業

情報システムの開発。

（４）技術協力に必要となる機材

　技術協力に必要と考えられる主な機材リストを中国側に示し、中国側もその必要性について理

解を示した。

（５）日中双方の負担事項

１）日本側は上記活動に必要な長期・短期専門家の派遣、年間数名のカウンターパートの日本

研修受入れ、機材供与を行う。

２）中国側は、カウンターパート、職員の配置と施設、建物、土地の提供、プロジェクト活動

経費の確保を行う。

（６）学術委員会

　中国側は、メンバーとしてセンター主任、副主任と日本人専門家、中国人専門家を予定してい

るが、人事権と予算の決定権は主任にあると説明した。その発足時期は、センター運営及び技術

協力の開始後とすることで合意した。
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第３章　総括所見

　中国の農業が持続的（sustainable）に発展していくためには、伝統的農業から近代的農業への

転換、粗放型経営から集約型経営への転換、生態環境と自然資源の保護、自然災害と環境悪化な

どの生産向上制約要因からの脱却などが必要とされている。また、持続的農業の発展を制約して

いる主な要因には、①人口増による圧力（2030年には16億人に達する見通し）、②資源と環境条

件による制約（水・耕地等の自然資源の欠乏、肥料・農薬・水の利用率の低下、生態環境条件の

悪化）、③自然災害の頻発が農業にもたらす多大な影響（旱魃、洪水、病虫害などが毎年のよう

に発生）、④低い労働生産率、⑤科学技術の貢献率の低迷、⑥依然として伝統的な粗放型経営――

などがあげられている。

　これらの問題の解決は容易ではないが、農業技術面からアプローチする場合は、⑤の原因を慎

重に検討する必要があろう。農業研究組織として国レベルでは、中国農業部の農業科学院があり、

その傘下の研究機関と担当分野から判断するならば、中国の様々な農業問題を検討する研究体制

への対応は可能であると推測できる。しかし、現実は科学技術の貢献率が低いとして研究体制を

含めて検討を求められており、その主たる原因は、個々の研究技術が相互に連携する形で研究・

開発あるいは普及されずに、分断的に推進されているためと考えられている。

　農業は個別技術の複合体のうえに成り立つ「総合技術」であり、個々の技術の連携ある発展の

うえで、農業の持続的な発展が期待できるといえよう。個別技術を「歯車」として、複数の技術

が互いに正しく連携するならば、「時計」に例えて正しく「時」が刻まれ、バランスよく個々の

歯車が精度を高める形で改良されれば、より精度の高い「時」を刻むことになる。

　しかし、特定の技術のみが発達する場合は、狂いが生じる場合もあり、正しい、あるいは精度

の高い「時」は必ずしも刻まれない。すなわち、特定の技術のみが発達しても、その効果は全体

としてあまり期待できないことになる。

　持続的な「発展」のためには、個々の技術、条件が相互に緊密に連携して初めて全体として発

達することが可能となる。この観点から、主要研究分野の緊密な連携の下で研究開発が進められ、

得られた個々の成果は統合化のための調整が行われ、次いで検証と普及がなされれば、あらかじ

め定めた目標を正しく達成したといえるであろう。

　本プロジェクト方式技術協力では、実用化に向けての総合型あるいは連携の取れた技術開発が

重要である。各中課題はそれ自体が単独でも重要であり、同時に相互の連携も求められることに

なる。強いていうならば、中課題１は始めに「物」ありきとして、優れた生産素材の創出にその

主目的を置き、中課題２は中課題１の成果を念頭に置きながら、持続的生産のための環境保全型

作物栽培管理技術を改良することが主目的と理解できる。

　一方、中課題３は、研究技術開発を進めていくうえで求められる様々な研究情報を収集・解析
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して、中課題１及び２にその成果を提供し、さらには「持続的農業技術研究開発センター（仮称）」

（以下、「センター」と記す）での技術開発に資する様々な情報の提供を効率的に行うべく、情報

システムの開発が主目的であると理解できる。

　以上のような実用化技術開発のモデル手法をめざす概念は、対する中国側責任者の中国農業科

学院・王 靭副院長も認識していることが確認され、日中の基礎概念がほぼ同一であると確認され

た。しかし、技術開発を何らかの形で推進・支援すると予想される既存各研究機関においては、

このような基礎概念はやや希薄であり、相互の調整が十分になされていないという感触をもった。

連携を基とするセンターの技術開発の概念が十分に浸透しているとはいい難い状況を、日本側は

留意しなければならない。

　中課題を構成する小課題、更に必要に応じて設定される細課題、それぞれの位置づけと目的を、

中国側各研究機関が十分に理解したうえで、今回の調査団に対して、中国側が課題提案を行った

とは考えにくかったのが偽らざる印象である。

　したがって、研究課題の選定、評価、軌道修正や学術方向性の審査等を行う一方、招へい研究

員の人選及び研究予算配分に関する提言を行うとする、日中で合意された学術委員会は、その設

置が非常に重要な意味をもつことになる。当委員会においては、研究管理推進体制を策定し、権

限を明確にする「規定」の作成が必要になるものと思われる。

　計画経済から市場経済へと急速に変貌を遂げている中国では、従来の体制が現状にそぐわない

として大きな歪みが生じており、研究体制でも急速な改革が試みられている。例えば、研究機関

の加速するエージェンシー化があげられ、研究費確保のために、いわゆる「売れる」成果を出さ

ねばならず、結果的に短期に成果が期待できる方向に研究がシフトし、機関ごとの独立採算が前

面に強く出されて分野間の調整もなく、重複する研究が各所で行われる懸念がある。

　また、短期に成果をあげにくい基礎研究については、研究者の減少に伴う当該分野の基盤脆弱

化が心配される。よって、連携の取れた研究体制と基礎研究も含む有能な研究者の確保及び技術

開発で素材となる研究材料の供給システムの確立が大切となる。

　設立趣旨からみれば、当センターの主たる業務は「使える」技術の開発にあることはいうまで

もない。しかし、「使える」ということと「売れて、利益になる」ということとは必ずしも一致

しない点に注意すべきである。資本力の弱い農民から利益を得ることは非常に難しく、利益確保

を急ぐあまりに、前記の技術開発の素材となる研究材料の供給といった要素を脇に置いて、開発

の対象を他に切り替えることは極力少なくしなければならない。ここに、国からの研究資金の量

と確保が、特にセンター立ち上げ後の初期に重要となる。

　身近な例をあげれば、家の新築・大型化（高度化）に努力する際に、資金計画のなかで、その

後の維持管理がどれほど増加するかは意外に忘れがちである。同様に、日本から供与された各種

研究機材によって高度化した研究環境は、そのレベルを守るためにかなりの維持管理費がかかる
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と予想されるので、必要とする資金源をあらかじめ検討する必要があろう。

　日中で合意された研究課題で、その遂行に必要と予想される研究機材・資材の維持管理費は、

日本の供与額に応じて大きなものになると予想される。このため、センター活動立ち上がり数年

後に急激に増加すると予想される維持管理費が、大きな影響を与えて、活動に支障を来してはな

らない。

　今回の短期調査では、上記の概念、懸念を念頭に、各団員はそれぞれの専門分野を中心に、課

題の選定、必要機材の検討、研究の管理及び運営体制の検討を行った。限られた期間であるため

に、十分に調査・検討が行い得たとはいい難いが、最善の努力を行ったと断言できる。

　次期調査団による、更なる検討・吟味が期待される。



－ 31 －

第４章　協力内容

４－１　要請課題

　今回中国側から、中課題に沿った小課題及び細部課題について下記課題が要請としてあげられ

た。日中双方はこれら課題を基に協議を行い、小課題、細部課題について覚書のとおり合意に

至った。協議の経緯及び具体的内容については、４－２から４－４に、その詳細を記載する。

（１）中課題１　遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜及び種苗の大量増殖

１）小課題１　品種、系統の品質特性評価と選抜

・細部課題１　小麦品質特性評価と選抜研究。

①良質なパン（面包）品質特性評価と選別（篩選）。

②饅頭の蒸上がり（蒸煮）特性と製麺（面条制作）特性評価研究。

③もち（糯）小麦及び小麦でんぷん（淀粉）品質研究。

・細部課題２　トウモロコシ（玉米）良質（高アミノ酸、高油分、高蛋白質、高でんぷん）

形質の評価と種子の作出。

①ELISA、分子マーカー技術と通常育種法による良質蛋白新材料（アミノ

酸含量 0.4％前後、ストレス耐性）の作出。

②ELISA、マーカー選抜、核磁気共鳴技術と通常育種法による良質トウモ

ロコシ新材料（アミノ酸含量 0.4％前後、含油量６～８％、ストレス耐

性）の作出。

③分子マーカー技術による良質蛋白トウモロコシ胚乳修飾遺伝子及び生産

量に関するQTL（量的形質）特性の研究、分子マーカー選抜技術体系の

確立。

・細部課題３　水稲の品質特性評価と選抜。

・細部課題４　大豆、アワ（谷子）、コウリャン（高梁）の品質評価と選抜。

・細部課題５　太谷で発見された遺伝子雄性不稔小麦の育成と利用。

①矮性小麦の利用による超多収小麦材料の育成。

②耐干性、耐アルカリ性小麦の作出。

・細部課題６　外在性（exogenic、外源）ウドンコ病（白粉病）、サビ病（条銹）、立枯　病

抵抗性小麦の研究。

・細部課題７　ライ小麦（小黒麦）優良新系統（品種）の育成（培育）。

・細部課題８　トウモロコシの耐旱性の評価と選抜。

・細部課題９　トウモロコシのウイルス抵抗性（MRDV：粗縮病、MDMV：矮花叶病）。

・細部課題 10　水稲いもち病抵抗性の評価と選抜。
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・細部課題 11　水稲白葉枯（白叶枯）病抵抗性の新遺伝子（基因）の分離同定（克隆）。

・細部課題 12　大豆の光周期反応に関係する遺伝子の分離同定。

・細部課題 13　大豆耐塩性遺伝子の同定。

・細部課題14　パーティクルガンを利用したアブラムシ抵抗性遺伝子の導入による優良小麦

品種、アブラムシ抵抗性遺伝子系統の作出。

・細部課題15　パーティクルガンを利用した土壌モザイクウイルス制御遺伝子導入小麦の作

出。

・細部課題 16　農桿菌法（Agrobacterium法）利用によるGCE遺伝子導入真菌抵抗性小麦品

種の育成。

２）小課題２　遺伝資源の環境適応性評価

・細部課題１　トウモロコシ、大豆、小麦、水稲の主要病害虫抵抗性、ストレス耐性の検定。

・細部課題２　トウモロコシ、大豆、小麦、水稲の病害虫抵抗性と耐旱、耐寒、耐塩作物の

抵抗性メカニズムに関する共同研究。

・細部課題３　分子マーカー技術の応用研究と品種作出。

・細部課題４　稲いもち病、白葉枯病、小麦ウドンコ病、サビ病、（全触病）、トウモロコシ

委縮病、モザイク病と稲・小麦・トウモロコシの葉斑病、大豆根腐病、線虫

病防止の新戦略及び水平抵抗性維持品種の育成に関する共同研究。

３）小課題３　農産品加工特性と加工品質の研究

・細部課題１　農産品の物理的特性（physical properties）に関する研究。

・細部課題２　主要食糧作物の貯蔵加工特性と加工品質評価。

①小麦加工特性評価研究。

②トウモロコシ加工特性と加工品質研究。

③水稲貯蔵加工特性と加工品質評価。

④大豆加工特性と加工品質評価。

⑤全粉加工用バレイショの加工特性と品質評価。

・細部課題３　蔬菜の加工特性と加工品質評価。

４）小課題４　種苗繁殖の工業化施設及び栽培の総合実用技術研究と開発

・細部課題１　種苗繁殖過程における環境条件管理技術の研究。

・細部課題２　種苗の迅速繁殖の総合的配置技術。

・細部課題３　種苗の迅速繁殖過程における環境計測及び制御技術の研究。
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・細部課題４　開発した種苗繁殖過程における環境管理の意思決定支援システムの研究。

（２）中課題２　自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発

１）小課題１　土壌診断技術と環境保全型肥料、土壌改良剤の開発

・細部課題１　主要作づけ体系における養分バランスが環境に及ぼす影響評価。

・細部課題２　土壌診断・作物診断技術及び養分欠乏指標。

・細部課題３　肥効調節型肥料の開発。

・細部課題４　微生物肥料の開発。

・細部課題５　土壌改良剤の開発。

２）小課題２　持続可能な耕作体系と施肥技術の開発

・細部課題１　南方の水田三毛作地域における施肥技術の開発。

・細部課題２　華北の灌漑可能小麦―トウモロコシ体系における高生産性・良質・高効率栽

培技術の開発。

・細部課題３　北方の旱地の１年一毛作地域における保全的栽培技術と施肥技術の開発。

３）小課題３　水資源の高効率利用のための総合技術の研究と普及

・細部課題１　水田生態系における水分の高効率利用に影響する要因に関する研究。

・細部課題２　天水貯蔵と高効率利用技術研究。

・細部課題３　水資源の総合利用と保全技術。

・細部課題４　抗干害・節水資剤の開発研究。

・細部課題５　水資源高効率利用に関する総合技術の展示。

４）小課題３　環境保全型植物保護技術の開発と普及

・細部課題１　水稲主要病害虫の環境保全型防除技術体系。

・細部課題２　トウモロコシ主要病害虫の環境保全型防除技術体系。

・細部課題３　大豆主要病害虫の環境保全型防除技術体系。

（３）　中課題３　研究情報の集積・解析及び実用化技術普及のための情報システムの開発

１）小課題１　持続可能な農業科学技術情報ネットワークと分散型データベースシステムの開

発

・細部課題１　持続的農業技術研究開発センターにおけるコンピューターネットワークセン

ターの建設。
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・細部課題２　分散型データベースシステムの開発。

２）小課題２　持続的農業事例ベースとそのプラットフォームに関する研究

３）小課題３　持続農業情報資源の収集・加工及び伝達システムの確立

４）小課題４　作物一環境の模擬実験研究及び管理システムの開発

４－２　育種分野

（１）協議の経緯

　中国側からは「中課題１　遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜及び種苗の大量増

殖」に対して小課題１～４の提案があった。

　小課題１は、「品種、系統の品質特性評価と選抜」と題し、小麦、トウモロコシ、水稲、大豆、

アワ、コウリャン、ライ小麦についての品質特性・病害虫抵抗性・諸障害耐性の評価と選抜・育

種を内容とする 16 の細部課題が含まれていた。

　小課題２は、「遺伝資源の環境適応性評価」と題し、小麦、トウモロコシ、水稲、大豆の主要

病害虫抵抗性・ストレス耐性の検定と抵抗性メカニズムの解明及び新品種の育成のための共同研

究を内容とする４つの細部課題が含まれていた。

　小課題３は、「農産品加工特性と加工品質の研究」と題し、小麦、トウモロコシ、水稲、大豆、

バレイショ、蔬菜の貯蔵加工特性と加工品質の評価を内容とする３つの細部課題が含まれてい

た。

　小課題４は、「種苗繁殖の工業化施設及び栽培の総合実用技術と開発」と題し、種苗の大量増

殖のための環境制御技術に関する４つの細部課題が含まれていた。

　以上の中国側提案と日本側提案とを合わせて協議した結果、以下のような内容で合意した。

　中課題１は、「遺伝資源の生産利用特性評価と品種の迅速選抜」とした。中国側提案の「種苗

の大量増殖」の部分は、その主たる内容が果樹、蔬菜等の種苗生産やバレイショのウイルスフ

リー苗の生産に関するものであり、小麦、水稲、大豆を中心とする日本側提案の課題構成にはな

じみにくいことから、課題名のなかからは削除することで合意した。また、中課題１には２つの

小課題を設定することとした。

　小課題１は、「品種・系統の育種目標形質の評価と選抜技術の開発」と題し、細部課題１「小

麦、大豆等の品質・加工特性及び環境適応性の評価と選抜技術の開発」及び細部課題２「水稲の

環境適応性の評価と選抜技術の開発」と題する２つの細部課題を設定した。中国側提案のトウモ

ロコシ、アワ、コウリャン、ライ小麦、バレイショ、蔬菜については、日本からの長・短期専門

家の派遣による対応が十分にできないと考えられることから、日本側提案の「小麦、大豆等」の

なかに含まれると解釈し、それらの作物名は細部課題名に書き込まないことで合意した。
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　また、中国側提案の小課題３「農産品加工特性と加工品質の研究」は、日本側提案の小課題１

のなかで実施することとした。

　水稲については、「環境適応性の評価と選抜技術の開発」のみとし、「品質・加工特性」につい

ては、日本の米を巡る状況から協力は不可能であり、研究対象としないことで合意した。

　小課題２は、「優良系統（品種）の早期育成」と題し、細部課題１「小麦、大豆等の良質・環

境適応性系統（品種）の育成」及び細部課題２「水稲の環境適応性系統（品種）の育成」と題す

る２つの細部課題を設定した。小課題１と同様、トウモロコシ、アワ、コウリャン、ライ小麦、

バレイショ、蔬菜は、「小麦、大豆等」の中に含まれると解釈すること、また水稲については、

環境適応性のみを育種目標とすることで合意した。

　なお、小課題２は、小課題１の成果を受けて実施するものとし、かつ組織培養・世代促進技術

等を利用して優良系統（品種）の早期育成を図ることとした。この「組織培養・世代促進技術等

の利用」の部分に、中国側提案の小課題４「種苗繁殖の工業化施設及び栽培の総合実用技術と開

発」で実施しようとしていた試験研究を位置づけることとした。

　以上のように合意に至った小課題１及び２によって、中国側提案のうち「水稲の品質」に関す

る課題を除いたほとんどすべての課題が実施可能であるとの相互の理解を得た。ただし、対象と

する主たる作物はあくまでも小麦、大豆、水稲であることを確認した。

　また、このような中課題１を実施し、プロジェクトの期間である５年間で「優良系統（品種）」

を育成するためには、「中国の保有する遺伝資源や世代の進んだ雑種系統を中国の関係研究所か

ら無償で提供してもらうことが不可欠である」ことを確認し、「必要な材料は無償で提供する」

との同意を得た。

　中課題１の機材については、中国側からの提出リストと日本側提案とを合わせて協議した結

果、覚書に添付した内容で合意した。

（２）小課題の具体的内容とねらい

　小課題１の細部課題１では、中国の保有する遺伝資源を供試し、小麦、大豆等の栄養成分・物

理特性・加工特性・主要病害虫抵抗性・ストレス耐性を評価し、それらの選抜技術を開発する。

　小課題１の細部課題２では、中国の保有する遺伝資源を供試し、水稲の主要病害虫抵抗性、ス

トレス耐性を評価し、それらの選抜技術を開発する。

　小課題２では、小課題１で得られた有用遺伝資源及び中国の関係研究所から提供される雑種系

統を用い、かつ組織培養・世代促進技術を活用して、優良系統（品種）を早期に育成する。細部

課題１では良質で主要病害虫抵抗性、ストレス耐性を有する小麦、大豆等の優良系統（品種）を

育成する。細部課題２では主要病害虫抵抗性、ストレス耐性を有する水稲の優良系統（品種）を

育成する。
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４－３　土壌肥料分野

（１）協議の経緯

　中国側の希望課題と日本側案のすり合わせ経緯は、以下のとおりである。

　中国側は「中課題２　自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発」に対

して、小課題１～４の提案（４－１参照）をしてきた。

　これに対する日本側案とのすり合わせ経緯は、以下のとおりである。

１）肥効調節型肥料等の緩効性肥料、微生物肥料及び土壌改良資材の開発は、５年の研究期間

では無理と思われるので、研究課題から除外する。ただし、既に開発されている肥料、資材

の改良についての研究は実施する。

２）中国側提案の小課題２については、環境保全的施肥技術の開発はいろいろな土壌、作づけ

体系を想定して実施されるので、施肥法の開発に関する研究課題に含ませる。

３）中国側提案の小課題３には、ダム等貯水池や用排水路整備等のハード面の研究は含ませな

い。また、この課題のなかで、水資源の保全・有効利用の研究とともに、土壌保全に関する

研究を併せて実施する。

４）日本側案の中には、病害虫防除に関する研究がなかったが、中国側の提案を受けて、環境

保全的病害虫防除に関する研究を課題化する。ただし、対象作物を中国側提案の水稲、小麦、

トウモロコシから水稲、小麦、大豆に変更する。

（２）小課題の具体的内容とねらい

　協議の結果、「中課題２　自然資源の効率的利用による環境保全型作物栽培管理技術の開発」の

小課題の内容は、次のとおりである。

１）小課題１　環境保全型施肥管理技術の開発

　土壌養分及び作物栄養の診断技術を開発し、それに基づく化学肥料の効率的施肥法を確立す

る。また、肥効調節型肥料を含む緩効性肥料の効率的な施用法を開発して、施肥成分の利用率

を高めるとともに、各種土壌改良資材の活用によって土壌の理化学性を改善し、生産力を高め

る。

２）小課題２　水資源の有効利用技術及び土壌保全技術の開発

　耕耘法、有機質・無機質資材の活用、作づけ体系等による土壌の水分保持能力の向上技術及

び土壌浸食防止技術を開発するとともに、節水灌漑栽培等による水資源の効率的利用技術の開

発を行う。

３）小課題３　環境保全型病害虫防除技術の開発

　水稲、大豆、小麦の主要病害虫の発生予察システムを開発するとともに、天敵・微生物・各

種生理活性物質等を活用した生物防除技術を開発する。
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４－４　情報システム分野

（１）協議の経緯

　当初中国側からは、①持続可能な農業化学技術情報ネットワークと分散型データベースシステ

ムの開発、②持続的農業事例ベースとそのプラットフォームに関する研究、③持続農業情報資源

の収集・加工及び伝達システムの確立、④作物―環境の模擬実験研究及び管理システムの開発、

の４つの小課題が提案された。そのうち説明の多くは、①のなかの“持続的農業技術研究開発セ

ンター（仮称）におけるコンピューターネットワークセンターの建設”に集中した。

　「中課題３」の議論に入る前に、調整員側から「中課題３」の位置づけについて次の３点を共通

認識にしたい旨の発言を行った。

１）情報については、ただ貯めておくだけでなく使うということが重要であることから、研究

内容も“収集・整理・蓄積”だけではなく、利用とりわけ検索目的に合致した検索手法の開

発が重要な課題となる。

２）開発すべき情報システムは、持続型農業に関する教育、生産者の生産場面における判断支

援に使われることを目的とすべきである。

３）「中課題１、２」の課題説明のなかで、情報研究に関連する分野が多く、「中課題３」への

期待が大きいことから、「中課題３」は「中課題１、２」の研究を支援するツールの開発を

通じて「中課題１、２」からも支持される課題としたい。

以上の３点については、中国側も同意した。

　引き続き、中国側から提案の４課題について、我が国において行っている情報研究の関連で

意見を述べた。

　「小課題１」の「ネットワークセンターの建設」は、インフラ整備の課題であり研究の側面が

見えないこと、プロジェクト研究との関連を明確にする必要があることを述べた（この部分に

関して中国側が提出した説明資料は、1999年３月に農林水産省経済局国際部国際協力計画課の

伊藤健一課長と農業科学院を訪れた際に、王副院長が説明した資料と同じもので、その際にも

情報の専門家として意見を求められ同様の意見を述べた経緯がある）。

　「小課題２」については、事例の収集、整理、データベース化が述べられているが、研究とし

て重要なのは、事例をどう自動的に収集するか（事例を増やしていく仕組み）と、検索意図に

的確に応えることのできる効率的検索手法の開発が重要ではないか、ということを述べた。こ

の点に関しては、科学技術文献情報研究センターの賈副主任から「農業研究センターを訪問し

たときにデモを見せてもらって感激した。必要性については同意できる」との発言があった。

　「小課題３」については、収集、加工のための手法開発、伝達の中心を占めるのは検索手法の

開発で、大部分が小課題２に含まれると思う。むしろ、ほかの中課題との関連でいうと、地理

情報システム（GIS）の開発の課題が落ちていると思う。例えば、節水農業を推進していく場
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合に、土壌条件、土地利用、土壌水分の偏りなどのデータを地図の上に落として判断するシス

テムが必要ではないか、といった意見を述べた。

　「小課題４」については、ほかの課題から作物の生育シミュレーション、病害虫の中長期的発

生予察に対する期待が大きい。これまでも多くのモデルが作られているが、それらの多くはプ

ラットフォームに依存している。OSや開発言語が変わると使えなくなる。また、多くの場合、

プログラムとデータがセットになっていたりして融通性がない。このような問題をどう解決す

るかが大きな研究課題であると思う、といった意見を述べた。

　そのうえで、以上のような課題を実現するための細部課題を提案してほしいこと、それらを

研究するための共通機材としてネットワーク環境の必要性を主張してほしい旨を述べた。

　同様のことは、８月13日に科学技術文献情報研究センターの梅所長がJIRCASを訪問した際

に、野口部長（本短期調査員総括）も北村団員からも何度も要請したが、今回は明確なかたち

で提案がなかった。そのため、中国側の提案書の中に現れたキーワードをできるだけ拾うかた

ちで、日本側から小課題と細部課題を提案し、中国側とのすり合わせを行った。

　中国側から、中国側から提案があった「小課題３」にあった、他言語情報相互翻訳プラット

フォームはどこに含まれるかという質問があった。この課題は「小課題１」に含まれており、

「小課題１」のなかでは大きなウエイトを占めるテーマの１つであろう。しかし、この課題は比

較的基礎的な課題であり、既存の研究所（科学技術文献情報研究センター）で行う課題と新セ

ンターでやる課題の仕分けの問題と関係すると理解している、と回答した。オブジェクトの中

身及び GIS に関する質問については、それぞれ説明した。

　日本側提案の「小課題４」について中国側から、「農業実用技術情報の開発と利用」を入れて

はどうか、という意見が出されたが、それは中課題レベルの課題であり、「小課題１」の事例の

１つと考えられると説明し、納得された。

　そのほか、インフラ整備を含む中国側の課題案について再度協議したい旨の意見が出された

が、農業科学院の王副院長から「日本側提案の４つの小課題で、中国提案課題のものはおおよ

そ含まれている。したがって、これ以上の議論は不要。異なる意見は細部課題として検討すれ

ばよい。GIS の課題は意義あることで、これが提案されたことはよいことだ」という発言で、

一応の決着をみた。機材リストと日本側調整の各小課題に含まれる具体的研究内容についての

意見があれば取りまとめてもらうこととしたが、最終的に調整員側から提案した機材について

の合意を確認した。そのうえで、中国側から提案のあった機材のうち、４色オフセット印刷機、

レーザープリンター、プロジェクターは研究課題との関連がつけがたいためリストから削除し

たことを説明した。

　中国側からは、それらは普及・研修用機材としてセンターの活動に必要であり、リストに載

せてほしいとの提案があったが、当方としてもそれらの重要性を否定しているわけではなく、
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あくまでも研究課題との関連から機材をリストアップしているため、それらについては無償グ

ループと打合せてほしい旨を再度申し入れた。

　さらに中国側から、「小課題３」に関して情報技術研究室から提案のあった 12の課題を細部

課題としてほしいとの要望が出されたが、これらは細部課題のさらに具体的な研究内容である

こと、それらはすべて日本側提案の小課題に含まれていること、あまり細かな課題名とする

と、それに縛られ自由度がなくなり、研究に広がりがなくなること、などを説明し理解された。

（２）小課題の具体的内容とねらい

　中国側提案の課題に含まれるキーワードを可能な限り採用し、研究課題として再構築すること

で日本側から提案し、合意に得られた４つの小課題とそれぞれに含まれる細部課題は以下のとお

りである。

１）小課題１　事例ベースの構築と効率的利用技術の開発

　これまでにテキストや画像などで蓄積されている事例の電子化を行うとともに今後新たに事

例を収集する場合の効率的収集手法の開発を行う。さらには、蓄積された情報から、ユーザー

の検索意図に沿った結果を導く効率的検索手法を開発する。

・細部課題１　持続的農業事例ベースの電子化。

・細部課題２　事例の効率的収集手法の開発。

・細部課題３　事例ベース構築のプラットフォームの研究。

・細部課題４　効率的検索手法。

２）小課題２　GIS を活用したデータマイニング手法の開発

　ニーズ、例えばセンターの目的に対応したレイヤー構造の決定と必要なデータセットの整備

を行う。データ群を分散型資源として管理する手法の開発を行うとともに、これらを適用した

GIS システムの構築を行う。さらに、いくつかのサイトを選び実証する。

・細部課題１　ニーズに対応したレイヤー構造の設計及びデータセットの整備。

・細部課題２　分散型資源管理手法の開発と適用。

３）小課題３　プログラムのオブジェクト化とモデルベースの構築

　これまでに開発されている既存プログラムを収集するとともに、それらをオブジェクト化

し、モデルベースを作成する。さらには、分散環境下でのモデルベースの構築・管理を行う。

・細部課題１　既存プログラムの収集とオブジェクト化。

・細部課題２　分散環境下でのモデルベースの構築・管理。
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４）小課題４　実用化技術普及のための情報システムの開発

　実証Web サイトを構築し、ユーザフレンドリーな利用環境を設定するとともに、セキュリ

ティに考慮したネットワーク管理技術を開発する。

・細部課題１　オープン環境におけるネットワーク管理技術。

・細部課題２　実証Web サイトの構築と農業情報の伝達システムの開発。

・細部課題３　農業情報の自動判別と分類技術の研究。

・細部課題４　総合的農業情報システムの開発。

　これらの小課題のねらいは、それぞれ次のとおりである。

a．小課題１

　情報には、統計データなどのように数字データとして得られ、モデルのなかで計算された

り、統計処理されたりすることによって判断材料を提供するデータと、過去の経験や学習な

どによって得られた知識とが含まれる。農業いおいては、観察、経験、学習結果、記録といっ

た、数字では表すことのできない非定型の情報が多く、実際の営農現場では、それらが有効

な場合が多い。地域に適合した品種の特性、環境保全的栽培技術、あるいは持続的営農技術

など、「中課題１、２」の成果の多くは、こうした事例として出されてくると予想される。

さらにはこれまでにテキストあるいは画像として蓄積されている多くの事例を電子化し、事

例ベースとして蓄積・提供できるようにすることが重要である。

　これまでに冊子体で蓄積されてきた情報を、スキャナーを用いたり手入力などの手段に

よって電子化する一方で、新たに発生するであろう事例を効率よく収集する手法の開発も行

う。例えば、いろいろな段階で行われる質問と回答のセットを収集・蓄積して、事例として

増殖させる仕組みなどが考えられる。

　事例ベース研究を進めていくうえで、重要な課題が効率的検索手法の開発である。農業の

現場では、例えば“農薬を使わないで病害虫を防除する方法はあるか”のように、質問があ

いまいであることが多く、従来のキーワードによる検索では目的とする事例が得られないこ

とが多い（例えば上の例の場合、天敵を利用した害虫防除、拮抗菌を利用した病気の治療、

などの事例は、“農薬”“病害虫”“防除”というキーワードでは検索できない）。したがって、

あいまいな質問に対しては概念で検索できる手法を開発し、キーワード検索と併用すること

が必要である。

b．小課題２

　これまでに得られている各種の情報、データを、あたかも透明なフィルムに書いた地図を

数枚重ねるように同一の地図上に重ね合わせることによって、これまでなかなかみえてこな
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かった事実が感覚的に理解できることがある。コンピューターの性能の向上によって、この

作業をコンピューター上で行うことが可能になってきた。これが、GIS である。

　例えば、現在、相当広範囲にトウモロコシを栽培している畑があって、そこで大豆栽培を

導入しようとした場合、大豆栽培に適した土壌がどこに分布しているか、土壌中の水分の分

布はどうなっているか、土壌病害が常発している場所はどこか、といった情報を基に、大豆

に転換した方が得な畑としない方がよい畑を区別することが可能になる。

　この例の場合は、土壌特性の分布図、土壌水分の分布、土壌病害被害の分布といったデー

タを用いることになるが、目的（ニーズ）によって、用意すべきデータセットが異なる。必

要なデータのすべてが、これらの目的にかなうように電子化されていれば問題はないが、そ

うでない場合、電子化したり、場合によっては面的情報になるように適当な補完作業を施し

たりすることが必要となってくる。

　また、これらデータのなかには絶えず新しい手法の導入によって精緻化されたり、修正さ

れたりするものがあるし、それぞれ専門の分野の研究者等によって新しいデータが追加され

たりしているものもある。こうしたデータのすべてを１か所に集中して管理する必要はな

く、このデータは土壌肥料研究所、このデータは作物品種資源研究所、このデータは農業気

象研究所というように、それぞれ専門家集団のもとで整備・蓄積されたデータがあれば、そ

の状態のままで（分散環境のままで）利用するほうがよい。そのための技術開発を行う。

c．小課題３

　これまでに、作物の生育診断、病害虫の発生予測をはじめとして多くのプログラムが開発

されている。しかし、それらの多くは機種（OS）や開発言語に依存しており、OSや言語が

変わったことによって利用できなくなっている。また、プログラム部分とデータ部分が一体

として作られているため、新たなデータに対応するためにはすべて書き換えないといけない

などの問題が起こっていた。

　そこで、このようなプログラムを、必要なデータセットを解釈する部分、そのデータが用

意されている場所（サーバー）を調べる部分、データを取り込む部分、計算をする部分、計

算結果を図示する部分、必要に応じて計算結果を保存したりほかのプログラムに渡したりす

る部分、のように、考えられるところからオブジェクト（作業内容に応じた部分）に分解す

る。各オブジェクトを別々に、機種に依存しない言語でプログラムしておくことによって、

それらの再利用が容易になる。例えば、病害虫の発生予察も作物の生育予測も、気象データ

を取り込む部分や、日時を横軸にして量の変化を縦軸に図示する部分などは共通と考えるこ

とができる。
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d．小課題４

　こうしたツール類を開発するにあたっては、ネットワーク環境が必須であり、さらにはセ

キュリティに配慮したネットワーク管理技術が必要である。さらに、こうして開発した個々

のツール類は、実際に使ってもらって改良を加える必要があるし、最終的にはそれらを統合

して持続農業を推進するための情報システムを構築する必要がある。

　総合的農業情報システムを構築するうえで重要な鍵は、コンピューターの知識をそれほど

もっているわけではない一般ユーザでも使えるような親切なインターフェースがあること

で、そのための技術開発も小課題４のなかで行うこととした。
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第５章　実施体制

（１）持続的農業技術研究開発センター（仮称）における研究・運営経費

　「持続的農業技術研究開発センター（仮称）」（以下、「センター」と記す）の運営経費（維持管

理費、人件費）に関する予算の流れは、センターから農業部へ必要な経費を申請し、農業部が科

学技術部に申請することになる。科学技術部では申請された経費を審査し、予算枠を決め、計画

委員会が最終決定を行い、その決定に従って財務部が支出する。予算は、一度認可を受けると、

その後毎年安定して確保できるようになる。

　センター独自の増員は簡単ではなく、３～５年ごとに機会があるが、農業科学院全体で毎年50

人の増員が財務部から認められており、内部の人員調整は農業科学院独自で行えることになって

いる。センターの人員の約３分の２は農業科学院内部から人選する予定であるため、それらの人

件費は既存の予算枠で確保されるが、残りの人員については新たに申請する必要がある。

　研究経費については、計画的に確保されるものと競争により確保されるものの２通りがある。

計画的に確保できるものとは、５か年計画（第10次５か年計画：十五計画；2000～ 2004年）と

関連した予算であり、一度認可されると５年間分の予算が確保される。現在「十五計画」を検討

中であるが、この計画で取り上げるべき優先分野を科学技術部、農業部及びほかの関係機関関係

者が協議して決定し、決められた優先分野に合致した研究課題へ予算が割り当てられる。この協

議には、農業科学院の副院長もメンバーとして参加している。また、本課題は十五計画に合致し

ている。

　一方、競争により確保される経費は、研究者が独自に申請をする。具体的には、基礎的内容の

「国家自然科学基金」、科学技術部で設定している「国家重大研究課題計画」「ハイテク技術研究

計画」、農業部の「応用技術研究計画」「ブリッジ計画」「豊収計画」「国家産業化計画」等がある。

　これら計画の予算は既に財務部から各部に割り当てられているため、それぞれ各部に申請をす

ればよい。

　世銀及び政治経済の専門家が中国に対し、将来の人口増加に対する食糧確保のために、現在農

業への投入がGDPの0.37％のところを、2000年には0.5％、2005年には0.7％、2010年には１～

1.5％に増やすべきとの提言を行っており、中国政府もこの問題について認識をしている。そのた

め、農業研究に関する研究予算も今後増額される見通しとのことである。

　センター開始直後の研究経費については、科学技術部による農業科学院への重点研究を支持す

る予算として一部センター用に確保する予定であり、そのほかに農業部へも申請しており、口約

束であるが約束はされている。

　競争資金については、開始前に課題、メンバーが決まれば申請ができる。



－ 44 －

（２）学術委員会

　中国側から、学術委員会のメンバーについて、センターの主任、副主任、日本人専門家及び中

国人の研究者を予定していること、常駐ではなく、定期的及び必要に応じて開催されるものであ

り、研究課題の選定、評価、軌道修正や学術方向性の審査等を行う一方、招へい研究員の人選及

び研究予算配分に関する提言も行うが、人事権及び予算の決定権は主任にある旨説明があった。

また、主任の上に理事会の必要性も考えられ、メンバーは５名ほどで、日本人リーダーが理事を

務めることも考えられるとのこと。理事会は、センター主任がその権限を正当に利用しない場合、

主任を管理する意味で設置が考えられる。

　また、学術委員会の発足時期については、センター運営及び技術協力の開始後とすることで日

中合意した。

（３）研究体制

　中国側は、研究室及び課題グループの配置体制について、現時点で検討されている案の説明を

行った。

　研究室は比較的長期に存在すべきものであり、基本的には全体で５、６の研究室を設置するこ

とを考えており、その中には、中課題に対応した研究室も含まれる。具体的には、中課題１、中

課題３の研究室は各１つでいいが、中課題２は数分野にまたがっているため、２、３研究室で対

応する。また、課題グループは研究室の下に位置づけられ、研究室のメンバーがグループに参加

する。５年間は変更しないが、その後は研究課題によって変更が生じることがある。人員の増減

も自由。研究室には、主任、補佐、他メンバーがおり、課題研究に参加する固定・招へい研究員

が短期・長期ともに課題グループとして研究に参加し、そこに競争が生じる。研究室はプラット

フォームのようなもので、設備・調整を行い、グループがプラットフォームを利用し、研究する。

　中課題、小課題の担当を研究室、グループとするかどうかについては、調査員側から、小課題

はグループが責任をもち、研究室が中課題に責任をもってグループ・小課題を調整するのか、と

質問したところ、中国側は、まだ固定した考えはないが、中間管理者を増やしたくないことから、

上部の決定権は主任、下部の決定権はグループ長にしたいと考えている旨述べ、今後両者で検討

を進めたいとのことであった。

　リーダー、業務調整員以外の日本人専門家のカウンターパートについては、中国側からの提案

では、①中間管理者を減らすために、カウンターパートは専門家と深く関係するグループに置く、

②研究室のうえに中課題責任者を設定してグループの調整を行うカウンターパートとし、ほかに

課題グループに置く、との２案が示された。ただし、第２案については中間管理者が増えるため、

中課題責任者をおくことはあまり好ましくないとのこと。

　ただし、第１案では、中課題内の調整は上部（主任）を絡ませないといけなくなるため、迅速
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な調整が難しくなることが考えられる。また、中国側は必ずしも中課題責任者＝室長とは考えて

いないようである。この場合においても、１専門家に数名のカウンターパートを配置する。

　このように、研究室体制は現時点で明確に決定されていないため、今後引き続き協議及び検討

を行う必要がある。また、研究室体制に附随して決定されるカウンターパートについても同様に

今後の検討が必要である。

（４）機材管理体制

　機材の配置は、特殊機材は課題グループへ、同一分野の数グループが共用する機材は研究室に、

またセンター全体で共用する機材はセンターに配置する。そのため、特殊機材は課題グループが

管理し、共用機材は研究室及びセンターで管理することになる。

（５）基礎研究の入手経路

　中国側は、基礎研究成果の入手については、無料及び有料で入手する２通りがあり、有料の場

合は研究経費から支払われることを説明した。

　無料で入手されるものには、農業科学院内の研究機関から商業化に遠い材料及び招へい研究員

が持参してくる場合があり、商業化に近い材料についてはその価値が考慮される。また、商業化

になった際の利益配分をセンターと材料提供者が相談することになる。商業化に近いかどうかは、

ケースバイケースで検討する。

　一方、省や市、大学など外部研究機関から入手する場合は、それら期間に農業科学院への材料

の提供の義務がないことから、協議が必要となる。外部機関との協議は、基本的に中国側で行い、

日本人専門家は関与しない。

（６）課題の評価

　中国側は、課題の研究開始、中間及び終了時に学術委員会による評価を行うことを説明した。

特に終了時は、課題の完成度に対する評価のためにも目標値が必要になることから、今後日中双

方で目標値の設定について検討を行うことを確認した。

　研究課題そのものの目標値と同時に、プロジェクト方式技術協力の評価指標の設定も必要であ

るが、両者が同一になるとは限らない。

（７）試験圃場及び施設用地

　日中双方は、温室等の施設については、設置用の土地が確保されていること、また１ha以下の

小規模試験圃場については、農業科学院の周辺に確保できることを確認した。
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（８）基地へのかかわり

　日中双方は、基地スタッフへの技術指導については、日本人専門家は行わず、固定及び招へい

研究員が行うことで合意した。

（９）センター建設計画

　中国側はセンターの基本設計を中国の３業者に委託し、現在２業者から基本設計図を得ている。

今後の予定として、遅くても1999年中に入札を行い、2000年３月末から４月初めまでには着工

にとりかかりたい旨説明した。一方、設計図を確定するうえで問題が出てきており、床の強度、

必要電源量、防塵、防震等の条件が設計と密接にかかわっており、早期の機材の確定が重要に

なっているとのことである。

　次の無償調査団が12月に訪中し、その後機材の選定を行う予定であるとの説明に対し、時期的

にギリギリであり、大まかな設計だけでも進めるために、少しでも早く具体的な機材を知りたい

とのことであった。

　また設計に関して、日本側の専門家にも参加してほしいとの希望も出された。
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第６章　今後の検討事項

　今後引き続き調査、検討が必要な事項については、覚書（ニミッツ）に取りまとめたとおりで

ある。

（１）センターと基地の連携体制

　今回の協議では、基地に関する協議までできなかったため、センターと基地の関係について明

確に把握することができなかった。基地スタッフへの指導はプロジェクト活動に含まないことは

確認・合意に至ったが、研究成果がセンターから基地へどのように流れるか、その体制について

今後更に明確にする必要がある。

（２）研究推進体制

　センターの組織体制及び研究室・課題グループ体制が明確になっていないため、固定・招へい

研究員の配置及びカウンターパートの配置等は、今回確認できなかった。今後、これら体制につ

いて確認していく必要がある。

（３）基本計画（成果）

　今回、基本計画の成果を除いた部分について合意されたため、次回調査では、成果について検

討する必要がある。

（４）研究年次計画

　プロジェクトで取り上げる課題の５年間の年次計画の設定を行う。

（５）目標達成のための評価指標の設定

　プロジェクト活動の評価のため、基本計画に設定される成果、プロジェクト目標、上位目標の

指標の設定を行う必要がある。





付　属　資　料

１．コンタクト調査団覚書（ミニッツ：和文及び中文）

２．第１次短期調査覚書（ミニッツ：和文及び中文）

３．第１次短期調査協議議事録

４．要請書（和訳）

５．中国農業部組織機構及び職責

６．中国農業科学院組織図

７．農業科学院から提出のあった資料

８．質問に対する回答

９．中国第１次全国農業調査
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